
 

平成２５年度当初予算案について 
Ｈ２５．２．１４ 

１ 予算編成の基本姿勢 
 
① 県政を取り巻く情勢が激しく動いていく時代にあって、グローバル競争激化等を背景とした大企

業の統廃合・海外移転など、大きな経済・社会問題の影響を受けて、県内の雇用・経済情勢は依然

として厳しい状況が続いている。 
こうした中にあって、昨年末の政権交代を受け、新政権においては大型の補正予算及び新年度予

算案の中で経済再生を前面に打ち出し、産業政策や公共投資を積極的に推進している。本県として

も、国政の動きや経済の動きに対して機敏に対応し、これらを県民生活や地域の活力に結びつけて

いくべく、過去最大規模の経済対策補正予算と平成２５年度当初予算をあわせた切れ目のない１４

か月予算を展開する必要がある。 
 

 ② このような動きを受け、平成２５年度当初予算編成においては、本県の強みを最大限に活かしな

がらフロンティアランナーとしてのチャレンジを続け、県政が直面する課題に対して多面的・複合

的な政策展開を打ち出していくための具体的なアプローチを、５つのチャレンジとして整理した。 
第一に、全国植樹祭や全国都市緑化フェアに代表される緑をテーマとした大型催事を年間を通じ

て展開するとともに、自然を活用した多様な再生可能エネルギーの開発、自然や健康をテーマにし

たエコツーリズムの提案など、本県の財産である緑豊かな自然と環境を前面に打ち出した『とっと

りグリーンウェイブ』。第二に、喫緊の課題である雇用・経済対策や原子力安全、防災・減災対策

を全面的に打ち出す『危機を克服 産業・雇用、防災・減災』。第三に、鳥取自動車道の全通やチ

ャーター便誘致を契機として、ものや人の交流の積極的な展開を図る『大交流時代へ』。第四に、

中山間地域やまちなかの振興、若者や子育て世代にとっても魅力ある安心できる暮らしを作り上げ

る『住まいや“いいまち”とっとり』。そして第五に、広域連携の推進や、県政の主役である県民

の皆様の県政参画への環境整備を図る『一歩先の県政推進』を掲げ、鳥取県の未来に向けた新しい

チャレンジのための施策を積極的に計上した。 
 
③ 一方、地方財政計画においては、全国の歳入歳出規模が前年同額を確保される見通しとなるもの

の、地方公務員の給与を国家公務員と同様に削減することを前提として、地方交付税総額の大幅削

減がなされ、本県にも大きな影響が生じた。本県は、これまで国に先行して独自の給与制度の見直

しや定数削減を断行し、国家公務員の給与削減後との比較でもさらに低い給与水準であることから、

この削減額を最小限にとどめることができたが、それでも、臨時財政対策債を含めた「実質的な地

方交付税総額」は、７年ぶりに前年度当初予算を下回った。また、歳出では、公債費負担が引き続

き高水準にあることに加え、社会保障関係経費などの義務的経費が増加傾向にあるなど、財政見通

しは一層厳しさを増している。 
 
④ このような制約下であっても、さらなる職員定数の削減や事務事業見直しなど、行財政改革を断

行するとともに、これらの工夫によってもなお不足する財源については、過去６年間の行財政改革

努力によって上積みした財政調整型基金の取り崩しを行うことで財源捻出を図り、５つのチャレン

ジを具現化するための重点施策や、県民の安全安心を確保する公共事業など、未来への投資と、県

民に真に豊かさを実感していただくための事業を積極的に計上した結果、平成２５年度当初予算の

規模は、平成２１年度当初予算以来４年ぶりに対前年度比で増額となった。 
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２ 予算案の概要（一般会計） 
      ＜３，６４４億円＞           ＜＋３４２億円＞＜＋１０．４％＞ 
○予算規模：３，３０５億円 （前年度 ３，３０２億円、＋３億円、 ＋０．１％） 

 ※上段＜ ＞内は平成２４年度２月補正（臨時県議会）分を含む、１４か月予算で整理。 
 
  ※主な増減要因 
木質バイオマス発電等推進事業：２８億円（＋２８億円）、公債費：５９８億円（＋１７億円）、受託発掘調査事業：

３１億円（＋１１億円）、緑の産業再生プロジェクト事業：２７億円（＋１０億円）、生涯学習センター・青少年社会

教育施設耐震化推進事業：６億円（＋６億円）、企業立地事業補助金：２５億円（＋５億円）、介護基盤緊急整備事業：

５億円（＋４億円）、被ばく医療体制整備事業：４億円（＋４億円）、参議院議員選挙費：４億円（＋４億円）、広域型

特別養護老人ホーム整備事業：３億円（＋３億円）、原子力防災対策事業：４億円（＋３億円）、エネルギーシフト加

速化事業：４億円（＋２億円）、職員人件費：９０８億円（△１６億円）、地域総合整備資金貸付事業：２億円（△１

０億円）、高等教育機関等支援事業：１億円（△１０億円）、介護保険運営負担金事業：７８億円（△９億円）、まんが

王国発ソフトパワー事業：３億円（△７億円）、県立学校耐震化推進事業：２６億円（△４億円） 

 
○歳 入 

                            （単位：百万円、％） 

区      分 H２５年度 H２４年度 比 較 
金  額 変動率 

 予  算  規  模 330,482 330,228   ＋ 254 ＋ 0.1 

主

な

一

般

財

源 

県   税 43,335 43,848 △ 513 △ 1.2 
地方交付税 136,076 135,188 ＋ 888 ＋ 0.7 
県   債 45,756 51,853 △ 6,097 △ 11.8 
 臨時財政対策債 27,313 29,220 △ 1,907 △ 6.5 
臨時財政対策債除き 18,443 22,633 △ 4,190 △ 18.5 
＜再掲＞地方交付税＋臨時財政対策債 163,389 164,408 △ 1,019 △ 0.6 
＜再掲＞ 
県税＋地方交付税＋臨時財政対策債 

 
206,724 

 
208,256 

 
△ 1,532 

 
△ 0.7 

繰 越 金 2,000 2,000 0 － 
 
財政調整型基金の取り崩し                           （単位：百万円） 
  基   金   名 H２５年度 H２４年度 比  較 （参考） 

Ｈ25 年度末残高見込 
財政調整基金 ０ ０ ０ ３，９９９ 
減債基金 ７，８００ ５，１００ ＋ ２，７００ １８，８１９ 
県立公共施設等建設基金 ０ ０ ０ ７，１０６ 
長寿社会対策推進基金 １，４００ １，４００ ０ ２，５００ 
大規模事業基金 ０ ０ ０ ３，６３０ 

計 ９，２００ ６，５００ ＋ ２，７００ ３６，０５４ 
 
  （参考）・・・三位一体改革以前との比較                  （単位：億円） 

 
区   分 

Ｈ１５年度

決算  ① 
Ｈ２４年度

当初予算② 
Ｈ２５年度

当初予算③ 
比  較 

③－② ③－① 
地方交付税＋臨時財政対策債 １，７３８ １，６４４ １，６３４ ▲１０ ▲１０４ 
県   税 ４７７ ４３８ ４３３ ▲５ ▲４４ 
地方法人特別譲与税 ０ ７４ ７５ ＋１ ＋７５ 
国庫補助金（税源移譲分） １２６ ０ ０ ０ ▲１２６ 
    合  計 ２，３４１ ２，１５６ ２，１４２ ▲１４ ▲１９９ 
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○歳 出 
                            （単位：百万円、％） 

区      分 H２５年度 H２４年度 比 較 
金  額 変動率 

 予  算  規  模 <364,394> 
330,482 

 
330,228 

<＋34,166> 
＋ 254 

<＋10.4> 
＋ 0.1 

 

一般事業 <301,966> 
285,386 

 
281,602 

<＋20,364> 
＋ 3,784 

<＋7.2> 
＋ 1.3 

 うち公債費 59,847 58,147 ＋ 1,700 ＋ 2.9 
 
公共事業 

<62,428> 
45,096 

 
48,626 

<＋13,802> 
△ 3,530 

<＋28.4> 
△ 7.3 

 ※上段＜ ＞内は平成２４年度２月補正（臨時県議会）分を含む、１４か月予算で整理。 

 
  ア 一般事業 …… ２，８５４億円（前年度 ２，８１６億円、＋３８億円、＋１．３％） 
① 職員人件費が給与改定や定数削減等によって対前年度１６億円の減となる一方で、公債費は

臨時財政対策債の償還費の増等により１７億円の増。さらに、平成２４年度の国１次補正（経

済対策補正）関連の基金（地域の元気・公共投資臨時基金、緑の産業再生プロジェクト基金等）

の活用や、「鳥取県雇用経済対策」に基づく県内産業の振興施策など、現下の雇用経済情勢への

対策の事業費が増となった。 
② 事務・事業の徹底した見直し等により経費削減を図るとともに、２４年度当初予算に引き続

き、前年度繰越金２０億円を財源として活用し、「とっとりグリーンウェイブ関連予算」や原子

力安全対策を立地県並みに強化するための「原子力安全対策関連予算」等を積極的に計上した。 
 

            <.６２４億円>                    <＋１３８億円>  <＋２８．４％> 
   イ 公共事業 …… ４５１億円 （前年度 ４８６億円、△３５億円、△７．３％） 
      ※上段＜ ＞内は平成２４年度２月補正（臨時県議会）分を含む、１４か月予算で整理。 
 ① 国の緊急経済対策に呼応し、１４か月予算として編成した結果、対前年度１３８億円（＋２

８．４％）の大幅増となった。 
 ② 国直轄の山陰道や鳥取豊岡宮津自動車道の着実な進捗を図るほか、地域高規格道路の整備な

ど、早急に取組が必要な事業に重点投資した。 
  （２５年度供用予定：中山・名和道路、名和・淀江道路、駟馳山バイパスなど） 
③ また、県民の安全・安心の確保を図るため、社会資本の老朽化対策、水害・土砂災害対策な

どの防災・減災対策、通学路の交通安全対策などを重点的に計上した結果、単県事業について

は１００億円を上回る規模となった。（対前年度１０億円の増、＋１０．４％） 
 

    （参考：国の公共事業予算（２４年度緊急経済対策含む）＋３８．８％） 

 
３ 変動率の推移 

                              （単位：％） 
 年   度 １９＊ ２０ ２１ ２２ ２３＊ ２４ ２５ 
本県当初予算 △４．８ △５．３ ０．３ △１．３ △０．３ △０．９ ＋０．１ 
地方財政計画 △０．０  ０．３ △１．０ △０．５ ０．５ △０．８ ＋０．１ 
国 の 予 算       ４．０ ０．２ ６．６ ４．２ ０．１ △２．２ ＋２．５ 
注）＊印の年度の本県当初予算は肉付け後 
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